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研究成果の概要（和文）：　本研究では，日本全国を1㎞四方の区域に区分し，その区域ごとに人口量などのデ
ータを整理したメッシュデータにもとづいて，都市とよべる人口集中地区を行政区画とは独立に設定することを
試みた．その結果，2010年時点で全国118の都市地域を区分することに成功した．そのうえで中長期にわたるそ
れぞれの都市の人口の推移を確認した．その結果，バブル崩壊以降の日本の都市においては，全国レベルにおけ
る太平洋ベルト地帯への集中と，地方ごとでの大都市地域への集中という二重の意味での集中が進んでいるこ
と，および1990年代以降それまで拡大を続けていた東京などの大都市周辺都市の人口が停滞し始めていることが
明らかになった．

研究成果の概要（英文）：Following the completion of the research project that was funded from 2013 
to 2015, I conducted the work of demarcating urban areas across the country using meshed data to 
facilitate a greater understanding of trends and issues facing urban areas throughout Japan. As a 
result, we succeeded in identifying the 118 cities as meshed date based Urban Areas 2010 in Japan 
and following two findings were made clear by the trends analysis. Firstly, patterns of population 
concentration are visible at dual scales. On the one hand, population agglomerations were seen in 
the Pacific Coastal Belt and in the major metropolitan areas of Tokyo at the national level, on the 
other hand, populations are concentrated in major cities at the regional levels: for instance in 
Hokkaido or Tohoku. Secondly, population growth in many cities around the greater metropolitan areas
 appears to have hit a ceiling around 1990. However, it is not clear whether this is an indication 
of the decline of metropolitan areas. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　平成の大合併によって市域と実際の都市地域との乖離が大きくなったため，都市の長期的な趨勢を考えるうえ
で行政的な市域をもとにした統計では十分ではない．また，昭和の合併の際にそのような問題を考慮して設定さ
れた人口集中地区（DID）は国勢調査ごとに設定されるので，経年的な比較に適していない．地理情報システム
（GIS）が一般化した現代において，その基礎統計単位となるメッシュデータにもとづいて都市地域を設定する
ことには，学術的に大きな意義がある．また都市の趨勢を把握することには，人口減少社会における地方中核都
市やグローバル経済における成長エンジンとしての都市の役割を考えるうえで，大きな社会的意義がある．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年，グローバル化の進展を背景として，大都市圏には世界経済における成長を牽引する役割
が，地方中核都市には地域経済の中心になることが求められている．このような中で実際の都市
がどのような状況にあるかを全国的な比較を通じて客観的に明らかにすることが，非常に重要
な課題となっている．すでにわれわれは 2013 年から 3 年間にわたって受けた科研費の補助にも
とづき，太平洋ベルト地帯を中心とした一部地域で試論的に行った都市地域設定の有効性をあ
る程度確認している．そこで今回はこの方法を全国の都市に適用し，日本の都市の全般的な趨勢
を明らかにすることを課題とするに至った． 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，われわれがこれまでに太平洋ベルト地帯を中心とした一部の地域で試論的
に行ってきた都市地域設定の方法を全国の都市に適用し，行政区画とは独立に都市とよべる地
域を 1 ㎞メッシュ区分にもとづいて独自に設定することにある．そのうえで，このようなメッ
シュデータにもとづく都市地域（meshed date based Urban Area: mdbUA）を基礎統計単位と
して，人口推移などの分析を行い，日本の都市の全般的な趨勢を客観的に明らかにすることを目
的としている． 
 
３．研究の方法 
 われわれがこれまでに一部の地域においてその有効性を確認してきた都市地域区分の方法は，
次の通りである．まず，基本的には世界測地系にもとづく 1 ㎞四方のメッシュ区分を単位とす
る．そうして 2010 年の国勢調査にもとづく人口量がこのメッシュ区分で 5000 人を超えている
メッシュを析出する．そのうえで，そのようなメッシュが連担している区域を都市地域とする．
ただし，連担するメッシュが 4つ未満の場合は設定しなかった．東京，名古屋，大阪の三大都市
圏の場合は，一辺もしくは一点だけで接するメッシュは連担していないと判断した．また，その
他の都市については，5000 人以上のメッシュを中心にこれに近接ないしこれらを分断している
山地や河川，工場用地なども含めて都市地域を設定した． 
 以上の原則を全国に当てはめることで，2010 年時点での全国版都市地域（mdbUA2010）の設
定を行った． 
 そのうえで，設定された都市地域ごとでの人口の推移を確認し，全国の各都市における趨勢を
確認した． 
 
４．研究成果 
 上記の方法にもとづき，結果として全国で 118 の都市地域が設定された．それらを示した全国
の地図と，それぞれの都市名と 2010 年時点での人口の一覧を以下に示しておく． 
 

 



 
 次に，設定された 118 の都市地域について，1995 年，2000 年，2005 年，2010 年の 4時点での
人口推移を確認した．人口が一貫して増加している都市，減少している都市，その他の都市の 3
つに分けてその分布を確認したところ，次のような知見が得られた． 
 1．日本全体では太平洋ベルト地帯への，三大都市圏では東京への集中が見られる． 
 2．北海道，東北，九州などの地方では，主要都市への人口の集中が見られる． 
 3．九州や四国では適度な距離を保った複数の都市が．それなりに維持されている． 
 4．主要都市に近い都市には，人口を減らしている都市と増やしている都市がある． 
 知見 1 と 2 からは，全国レベルと地方レベルの二重の意味での人口集中が見られることがわ
かる．知見 3と 4からは，都市は互いに離れていた方が相互に人口を維持することができること
がわかる． 
 さらに，より長期の趨勢を確認するために，1970 年から利用できるデータが存在する日本測
地系のデータを，地理上の位置に若干のズレが生じることを承知のうえで，採用することにした．
世界測地系で設定した位置からは少し外れるので，全体に人口量が少なくなってしまうが，趨勢
を見るうえでは，それなりの意味があると判断した．その結果，118 の都市地域を次の 5つの類
型に分けることができることがわかった． 
 1970 年から 2005 年までの 5 年おきの人口量が，常に増加している「1．拡大都市（46）」，人
口が若干の増減を含んで比較的安定している「2．持続都市（27）」，1995 年以降にそれまで一貫
して増加していた人口が停滞し始める「3．停滞転化都市（15）」，1980 年以降に人口が増加から
減少に転じた「4．縮小転化都市（19）」，1970 年以降一貫して人口が減少している「5．縮小都市
（11）」の 5つである．この 5 つの都市地域の全国的な分布を確認すると，次のようなことが明
らかになった． 
1． 拡大都市は東京・名古屋・福岡を含んだ太平洋ベルト地帯に集中している． 
2． 持続都市は太平洋ベルト地帯だけでなく，全国にそれなりに分布しており，いわゆる地方

中核都市としての役割が期待される． 
3． 停滞転化都市は東京や大阪などの大都市圏の周辺に位置している．このことが 1995 年以

降の大都市圏の成長力の鈍化を示すものかどうかは，今後確認する必要がある． 
4． 縮小転化都市は地方都市を中心に広く分布している．高度成長期以降に衰退した都市で，

持続都市とは対照的であり，両者の違いを明らかにすることが重要である． 
5． 縮小都市はやはり地方都市が多く，かつて重厚長大な産業によって栄えた都市が多い． 

 以上のように，世界測地系のデータによる 1990 年代以降の中期的趨勢の分析と，日本測地系
のデータによる 1970 年代以降の長期的趨勢の分析から，グローバル化のもとでの地方創生とい
う課題を抱えた現在の日本の都市地域に関して，次のような客観的な事実が明らかになったよ
うに思う． 
 まず，中期的にも長期的にも，全国レベルでの太平洋ベルト地帯への人口集中と，地方レベル



での大都市地域への人口集中という「二重の意味での集中」が確認できた．そのうえで，1995 年
以降，大都市圏周辺で成長が鈍化している都市がいくつか見られた．このことが大都市圏の成長
力の鈍化を示すのかは今後の検討課題である．他方，地方都市においては大都市とも地方都市同
士でも，適度に距離を保つ形で人口を安定的に維持している都市が散在し，地方中核都市として
期待できる都市地域が存在する．しかしながら逆に人口を維持できなくなっている地方都市も
多く，両者の違いを明らかにするのが，今後の課題である． 
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